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証券コード：8860

・新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、議決権のご行使は可能な
限り郵送又はインターネット等で行い、当日のご出席はできる限りお控え
いただきますようお願い申しあげます。

・会場内は座席の間隔を広くとるため、例年と比べご用意できる座席数が大
幅に減少します。満席によりやむを得ずご入場を制限させていただく場合
がございますので、予めご了承いただきたくお願い申しあげます。

・新型コロナウイルス感染症の対策についての詳細は３頁の「新型コロナウ
イルス感染症の対策に関するお知らせ」を、議決権行使についての詳細は
46頁から47頁までの「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。

・本年はお土産の配布を中止させていただきます。何卒ご理解くださいます
ようお願い申しあげます。

第48回
定時株主総会招集ご通知

日　時 令和３年６月23日（水曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

場　所 大阪府岸和田市作才町1丁目10番20号
フジ住宅㈱本社アネックスビル4階大ホール

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役７名選任の件

第３号議案 役員に対する株式報酬制度の一部改定の件

本招集通知は、パソコン・
スマートフォンでも主要な 
コンテンツをご覧いただ
けます。
https://p.sokai.jp/8860/

フジ住宅株式会社
FUJI CORPORATION LIMITED

表紙
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経営理念・社訓

経営理念

・社員のため

・社員の家族のため

・顧客・取引先のため

・株主のため

・地域社会のため

・ひいては国家のために当社を経営する

社訓

・我々はフジ住宅の社員である

・我々は熱意と誠意をもって仕事に接しよう

・我々は自己の仕事の責任と重要性を認識しよう

・我々は感謝と奉仕の精神をもって仕事をしよう

・我々は顧客・取引先に感謝されるような仕事をしよう

経営理念社訓
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株 主 各 位
証券コード 8860
令和３年６月１日

大阪府岸和田市土生町１丁目４番23号

フジ住宅株式会社
代表取締役社長　宮　脇　宣　綱

第48回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第48回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

はじめに、新型コロナウイルス感染症による影響を受けられた方々に謹んでお見舞い申しあげますとと

もに、感染拡大の防止にご尽力されている医療関係者の皆様をはじめ、様々な形で社会機能の維持にご尽力

されているすべての皆様に、心より感謝申しあげます。

本株主総会につきましては、慎重に検討いたしました結果、適切な感染防止策を実施させていただいた

うえで開催させていただくことといたしました。株主の皆様におかれましては、安全確保及び感染拡大防止

のため、可能な限り郵送又はインターネット等による議決権の事前行使をお願い申しあげます。

郵送又はインターネット等による議決権の事前行使にあたりましては、お手数ながら後記の株主総会参

考書類をご検討いただき、令和３年６月22日(火曜日)午後５時までに、46頁から47頁までの「議決権行使

についてのご案内」に従いお手続きくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記
1. 日 時 令和３年６月23日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

2. 場 所 大阪府岸和田市作才町１丁目10番20号
フジ住宅㈱本社アネックスビル４階大ホール
（末尾の「第48回定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

1

狭義
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3. 目的事項
報告事項 1．第48期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算書類

並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2．第48期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役７名選任の件
第3号議案 役員に対する株式報酬制度の一部改定の件

4. 議決権行使についてのご案内
46頁から47頁までの「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。

以　上

1．本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

2．株主様ではない代理人及びご同伴の方など、株主様以外の方は株主総会にご出席いただけませんの
で、ご注意くださいますようお願い申しあげます。

3．当日は軽装（クールビズ）にてご対応させていただきますのでご了承くださいますようお願い申しあ
げます。株主の皆様におかれましても軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。

4．本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次に掲げる事項につきましては、法令及び当社定款第
16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.fuji-jutaku.co.jp/）
に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。従って、本招集ご通知
の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象の一部でありま
す。

①　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
②　連結株主資本等変動計算書
③　連結計算書類の連結注記表
④　株主資本等変動計算書
⑤　計算書類の個別注記表

5．株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容について、修正すべき事情が生じた
場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.fuji-jutaku.co.jp/）において掲載
することによりお知らせいたします。

6．本招集ご通知の発送日は令和３年６月１日ですが、早期開示の観点から令和３年５月27日よりインタ
ーネット上の当社ウェブサイト（https://www.fuji-jutaku.co.jp/）に掲載しております。

7．その他３頁の「新型コロナウイルス感染症の対策に関するお知らせ」をご確認いただきますようお願
い申しあげます。

2
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【新型コロナウイルス感染症の対策に関するお知らせ】

　新型コロナウイルスの感染予防及び拡散防止のため、株主様の安全を第一に考え、
株主総会の開催方針を以下のとおりとさせていただきます。株主の皆様におかれまし
ては、当日のご出席に代えて、可能な限り郵送又はインターネット等による議決権の行
使をお願い申しあげます。詳細は、46頁から47頁までをご参照ください。
　何卒ご理解、ご協力のほど、お願い申しあげます。

　（1）株主の皆様におかれましては、できる限りご出席を見送られることを強くお勧めいたします。

　（2）ご高齢の株主様や基礎疾患のある株主様、妊娠されている株主様、体調のすぐれない株主様は、
ご出席をお控えください。

　（3）本年はお土産の配布を中止させていただきます。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

　（4）総会会場にご来場の株主様におかれましては、マスクの着用、アルコール消毒及び検温へのご協力
をお願い申しあげます。ご協力いただけない場合は、入場をお断りする場合がございます。

　（5）検温の結果、37.5℃以上の発熱がある株主様、咳や呼吸困難など体調不良とお見受けされる株主様
のご入場を制限させていただく場合がございます。

　（6）株主様同士のお席の間隔を広くとるため、例年と比べご用意できる座席数が大幅に減少します。
満席によりやむを得ずご入場を制限させていただく場合がございますので、予めご了承ください。

　（7）密集を防ぐため、エレベーターのご利用を制限させていただく場合がございます。

　（8）株主総会に出席する役員及び運営メンバーは、マスクを着用してご対応させていただきます。

　（9）本総会においては、感染拡大防止のため議事の時間を短縮し、議場での報告事項（監査報告を
含みます）及び議案の詳細な説明は省略させていただきますので、株主様におかれましては、
事前に本招集ご通知をご高覧いただきますようお願い申しあげます。

（10）今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、当社ウェブサイトにて
お知らせいたします。
≪当社ウェブサイトURL≫　　https://www.fuji-jutaku.co.jp/

新型コロナウイルス感染症の一日も早い収束を心よりお祈り申しあげます。

3

新型コロナウイルス感染症の対策に関するお知らせ
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（添付書類）

事　業　報　告
（2020年 4 月 1 日から）2021年 3 月31日まで

1.企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の国内及び世界的な拡大の影響により、
国内外の経済活動が著しく抑制されたことから、個人消費は外食・宿泊等のサービスを中心に大きく落ち込
み、企業収益の急速な低下、雇用環境の悪化が見られました。足元では、政府による経済対策や日本銀行の
金融政策を背景に、個人消費や雇用環境の持ち直しの動きが見られるものの、新型コロナウイルス感染症の
再拡大や金融資本市場の変動等、依然として不透明な状況が続いております。
　不動産業界におきましては、分譲住宅事業については、緊急事態宣言により一時販売活動を休止したこと
が影響し受注戸数及び供給戸数に影響があったものの、新型コロナウイルス感染症の拡大を背景に住環境へ
の関心が高まり、また生活防衛のための住宅購買意識が高まったこと等により、堅調に推移いたしました。
また、賃貸住宅事業については、新型コロナウイルス感染症の拡大や景気動向の影響は受けておらず、堅調
に推移いたしました。しかし、良質な分譲用地の取得競争の激化、それに伴う地価の上昇や人手不足を背景
とした建築コストの高止まり、木材を中心とする建材のサプライチェーン不安定化等により、依然として事
業への警戒感は高いままであります。
　当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度の経営成績は、2020年８月４日発表の通期連結
業績予想に比べて売上高、各段階利益ともに上回る結果となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

4

事業の経過及びその成果
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分譲住宅セグメント

28,926

第47期

40,241

第48期

（単位：百万円）売上高

1,313

第47期

395

第48期

（単位：百万円）セグメント利益

売上高構成比
33.1％

　分譲住宅セグメントにおいては、当連結会計年度の戸建自由設計住宅等の引渡戸数は714戸（前期は736
戸）と減少しましたが、分譲住宅用地の宅地販売が97区画（前期は40区画）と増加し、分譲マンションの
引渡戸数が138戸（前期は14戸）と大幅に増加したことに加えて、兵庫県下の大型分譲住宅用地の一部を素
地販売したことが売上高及び利益の押し上げ要因となりました。しかしながら、今後の新型コロナウイルス
感染症拡大に備えて、手許資金の充実、在庫リスクの低減を当連結会計年度の方針とし、販売価格引き下げ
等の弾力的な売価設定を行ったことにより、セグメント利益は大幅に減少しました。その結果、当セグメン
トの売上高は40,241百万円（前期比39.1％増）となり、セグメント利益は395百万円（前期比69.9％減）
となりました。

住宅流通セグメント

38,176

第47期

32,789

第48期

（単位：百万円）売上高

713

第47期

505

第48期

（単位：百万円）セグメント利益

売上高構成比
27.0％

　住宅流通セグメントにおいては、当連結会計年度の中古住宅の引渡戸数は1,459戸（前期は1,707戸）と
なり、前連結会計年度より大幅に減少しました。その結果、当セグメントの売上高は32,789百万円（前期
比14.1％減）となり、セグメント利益は505百万円（前期比29.2％減）となりました。

5

事業の経過及びその成果



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・

計
算
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

2021/05/18 20:45:29 / 20703111_フジ住宅株式会社_招集通知（Ｃ）

土地有効活用セグメント

23,298

第47期

24,401

第48期

（単位：百万円）売上高

2,171

第47期

2,085

第48期

（単位：百万円）セグメント利益

売上高構成比
20.0％

　土地有効活用セグメントにおいては、新型コロナウイルス感染症の拡大による2020年４月発出の緊急事
態宣言により受注活動が大幅に制限されましたが、同宣言解除後は受注高が回復基調となり、当連結会計年
度の受注高は24,539百万円（前期比17.2％増）となりました。また、当連結会計年度の引渡棟数が、前期
に比べ増加いたしました。その結果、当セグメントの売上高は24,401百万円（前期比4.7％増）となり、セ
グメント利益は2,085百万円（前期比4.0％減）となりました。

賃貸及び管理セグメント

20,042

第47期

21,728

第48期

（単位：百万円）売上高

2,430

第47期

2,584

第48期

（単位：百万円）セグメント利益

売上高構成比
17.9％

　賃貸及び管理セグメントにおいては、主として土地有効活用事業にリンクした賃貸物件の引渡しに伴い管
理物件の取扱い件数が増加したこと及び自社保有のサービス付き高齢者向け賃貸住宅の増加により、当セグ
メントの売上高は21,728百万円（前期比8.4％増）となり、セグメント利益は2,584百万円（前期比6.3％
増）となりました。

6
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建設関連セグメント

2,379

第48期

（単位：百万円）売上高

22

第48期

（単位：百万円）セグメント利益

売上高構成比
2.0％

　建設関連セグメントにおいては、第１四半期連結会計期間より報告セグメントとなりました。当セグメン
トの売上高は2,379百万円となり、セグメント利益は22百万円となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高121,541百万円（前期比10.0％増）を計上し、営業利
益3,986百万円（前期比20.3％減）、経常利益3,558百万円（前期比22.9％減）、親会社株主に帰属する当
期純利益2,358百万円（前期比23.6％減）となりました。

（2）対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、わが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種や、政府による
経済対策により回復基調をたどることが期待されますが、依然として先行きは不透明であり、警戒感の高い
状況が続くと思われます。また、住宅関連事業におきましては、自宅でのテレワークが普及したこと等を背景
に住環境への関心が高まり、多様化するライフスタイルに応じた変革がますます重要になってまいりました。
　当社グループにおきましては、今後も不透明な経済状況が予想される中、営業力の一層の強化と顧客ニー
ズにマッチした立地選定・商品企画を図り、原価の低減及び高品質の商品供給に注力いたします。また、安
定した収益を獲得できる収益基盤として、賃貸住宅等建築請負及び個人投資家向け一棟売賃貸アパートの引
渡棟数の増加、並びにサービス付き高齢者向け賃貸住宅の自社保有棟数の増加等、ストックビジネスを中核
事業として更に強化することで、市場環境の変化に対応できるよう努めてまいります。

　当社グループは、2019年５月に、2019年度（2020年３月期）を初年度とし2021年度（2022年３月
期）を最終年度とする３ヶ年の中期利益計画を策定しており、２年目となる当連結会計年度における実績と
計画は以下のとおりとなっております。

7
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　今後につきましても、企業価値の向上と継続的・安定的な成長を企図し、企業の経営効率を判断する指標
であるＲＯＥを重要な経営指標として意識し、財務体質の強化及び安定した収益の確保に努めてまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

2021年３月期
実績

2021年３月期
計画 差異 中期利益計画の

２年目の状況
売上高 121,541 121,000 ＋541 達成
営業利益 3,986 7,000 △3,013 未達成
経常利益 3,558 6,700 △3,141 未達成
当期純利益 ※1 2,358 4,500 △2,141 未達成
ＲＯＥ ※2 5.8％ 10.0％以上 △4.2％ 未達成

　※1．親会社株主に帰属する当期純利益
　※2．自己資本当期純利益率

　当社グループは「社員のため、社員の家族のため、顧客・取引先のため、株主のため、地域社会のため、
ひいては国家のために当社を経営する」という経営理念のもと、創業以来、事業活動を通じて社会貢献活動
に取り組んでまいりました。現在、世界的に大きな影響を及ぼしている新型コロナウイルス感染症の拡大に
対する対応策や国連で採択された「SDGs」（持続可能な開発目標）など、社会課題に対する企業が果たす
役割の重要性が増しています。
　ESG（環境・社会・企業統治）及びSDGsと地域密着型経営である当社の事業活動との関連を意識し、社
会貢献・持続可能な社会の実現に取り組んでおります。
　当社は、2021年３月４日付で経済産業省が日本健康会議と共同で認定を行う「健康経営優良法人2021　
大規模法人部門（ホワイト500）」に５年連続５回目の認定を受けました。経営トップが先頭に立ち、全て
の社員が健康への意識を高め、心身の健康を維持できるよう、枠にとらわれない柔軟な環境を整えているこ
とを評価いただいたものと認識しております。2021年１月には、スポーツ庁が社員の健康増進のためにス
ポーツの実施に向けた積極的な取り組みを実施している企業を認定する「スポーツエールカンパニー
2021」にも２年連続で選ばれております。また、同月に一般社団法人日本テレワーク協会主催の「第21回
テレワーク推進賞」において「優秀賞」を受賞いたしました。当社で働く社員が柔軟な働き方ができる環境
で、仕事上もプライベート上も充実した人生を送ることが大切であると考え、総務省・厚生労働省・経済産
業省・国土交通省・内閣官房・内閣府主催のテレワーク・デイズがはじめて開催された2017年から毎年参
画し、2020年で４年連続の参加となりました。新型コロナウイルス感染症拡大対策として政府や大阪府か
らのテレワークの要請に応えるとともに、社内の感染防止の観点からも、会社をあげて積極的にテレワーク
を活用しております。
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　DX（デジタルトランスフォーメーション）については、ICTを活用した業務の変革とAIの導入による大幅
な業務効率の向上を図り、お客様との接点の創出やニーズに対応できる開発などを進めてまいります。
　社会貢献活動におきましては、2018年度に創業45周年記念事業の一環として、和歌山県の「企業の森」
による、森林保全・管理活動に係る協定の調印を行いました。和歌山県日高郡日高川町の森林を「フジ住宅
の森」と名付け、当社グループ社員・家族のボランティアによる植林並びに育林活動を通じて、地域との交
流を深め、森林保全を進めております。
　また、2021年２月に株式会社南都銀行が引き受け先となる寄付型私募債発行による資金調達を行い、こ
れに伴い公益社団法人大阪府看護協会へ寄付を行いました。新型コロナウイルス感染症が猛威を振るう中、
当該感染症対策の医療現場で治療に取り組んでいただいている医療従事者の方々や医療体制の継続にご尽力
いただいている関係者の方々に感謝の気持ちを込めて、実施いたしました。
　今後も引き続き、社会貢献及び持続可能な社会の実現に取り組むことにより、社会とともに持続的に成長
し、信頼される企業グループを目指してまいります。株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご
支援、ご鞭撻を賜りますようよろしくお願い申しあげます。

（3）設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は6,309百万円であり、その主なものは自社所有サービス付き高齢者向
け賃貸住宅に係る土地・建物3,144百万円、中古住宅アセット事業に係る土地・建物1,474百万円、大阪支
社ビル改修工事等を含む本社設備等並びに分譲住宅事業及び住宅流通事業に係る販売センター設備等であり
ます。

（4）資金調達の状況
　1．中古住宅及び一棟売賃貸アパート用地仕入資金のためのコミットメントライン契約５件（契約締結額

合計11,000百万円、期末借入額合計3,749百万円）を金融機関と締結いたしました。
　2．金融機関２行と銀行保証付無担保社債（発行額合計1,500百万円）を発行いたしました。

（5）重要な企業再編等の状況
　特記すべき事項はありません。
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（6）財産及び損益の状況

区　　　分
第 45 期 第 46 期 第 47 期 第 48 期

（当連結会計年度）

（2017年 4 月 1 日から）2018年 3 月31日まで （2018年 4 月 1 日から）2019年 3 月31日まで （2019年 4 月 1 日から）2020年 3 月31日まで （2020年 4 月 1 日から）2021年 3 月31日まで

売 上 高 （百万円） 103,880 115,710 110,444 121,541

経 常 利 益 （百万円） 6,139 6,445 4,611 3,558
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （百万円） 4,168 4,298 3,088 2,358

1株当たり当期純利益 （円） 116.08 120.40 87.40 66.00

総 資 産 （百万円） 135,563 147,465 162,435 147,594

純 資 産 （百万円） 34,852 37,756 39,927 41,492

1 株 当 た り 純 資 産 （円） 972.56 1,068.69 1,126.40 1,162.92

103,880

第45期

115,710

第46期

110,444

第47期

121,541

第48期

（単位：百万円）売上高

6,139

第45期

6,445

第46期

4,611

第47期

3,558

第48期

（単位：百万円）経常利益

4,168

第45期

4,298

第46期

3,088

第47期

2,358

第48期

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

(注)　1．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づい
て算出しております。

2．１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
3．第48期より株式交付信託制度を導入しており、当該信託が保有する当社株式を自己株式に含めておりま

す。１株当たり当期純利益の算定上、株式交付信託が保有する当社株式は、期中平均株式数の計算にお
いて控除する自己株式に含めております。また、１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から
控除する自己株式に含めております。
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4.  第45期は、企業収益や雇用・所得環境の改善傾向により、個人消費や設備投資が持ち直し、景気は緩や
かな回復基調で推移いたしました。その中で売上高は過去最高額となり、初めて1,000億円を超えまし
た。各段階利益においても過去最高を更新いたしました。この結果、売上高103,880百万円（前期比
4.5％増）、経常利益6,139百万円（前期比7.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益4,168百万円
（前期比5.6％増）となりました。

5.  第46期は、企業収益や雇用情勢が引き続き堅調を持続しており、自然災害を背景とした下振れ要因はあ
ったものの、個人消費や設備投資は持ち直し、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。その中で
売上高及び各段階利益で前年度に引き続き過去最高額を更新いたしました。この結果、売上高115,710
百万円（前期比11.4％増）、経常利益6,445百万円（前期比5.0％増）、親会社株主に帰属する当期純
利益4,298百万円（前期比3.1％増）となりました。

6.  第47期は、景気は緩やかな回復基調で推移しておりましたが、新型コロナウイルス感染症の国内及び世
界的な蔓延による影響により、経済活動の停滞が懸念されることとなり、景気の先行きが不透明な状況
が一段と強まりました。その中で売上高及び各段階利益は前年度を若干下回りました。この結果、売上
高110,444百万円（前期比4.6％減）を計上し、営業利益5,002百万円（前期比24.6％減）、経常利益
4,611百万円（前期比28.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益3,088百万円（前期比28.1％減）
となりました。また、第47期においては、雄健建設株式会社、関西電設工業株式会社及び日建設備工業
株式会社の３社のみなし取得日を2020年３月31日に設定しているため、貸借対照表のみを連結してお
り、連結損益計算書に被取得企業の業績は含んでおりません。

7.  第48期（当連結会計年度）につきましては、前記「（1）事業の経過及びその成果」に記載のとおりで
あります。

（7）重要な親会社及び子会社の状況
　①　親会社の状況
　　　該当事項はありません。

　②　重要な子会社の状況

会　社　名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

フジ・アメニティサービス株式会社 90 100.0 不 動 産 の 賃 貸 及 び 管 理
雄 健 建 設 株 式 会 社 50 100.0 建 築 工 事 業 ・ 土 木 工 事 業
関 西 電 設 工 業 株 式 会 社 50 100.0 電気工事業・電気通信工事業
日 建 設 備 工 業 株 式 会 社 35 100.0 管 工 事 業 ・ 土 木 工 事 業

（注）　当事業年度末日において特定完全子会社はありません。
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（8）主要な事業内容（2021年3月31日現在）

　当社グループは、当社及び連結子会社４社で構成され、「分譲住宅事業」、「住宅流通事業」、「土地有
効活用事業」、「賃貸及び管理事業」及び「建設関連事業」の５部門に関する事業を行っており、大阪府及
び周辺地域を地盤とした地域密着型の事業を展開しております。
　「分譲住宅事業」は、自由設計の新築戸建住宅及び分譲マンションの販売並びに一戸建注文住宅の建築請
負工事を行っております。「住宅流通事業」は、中古住宅の販売及び不動産の仲介を行っております。「土
地有効活用事業」は、土地所有者が保有する遊休地などに木造賃貸アパートやサービス付き高齢者向け賃貸
住宅等を建築する提案受注による請負工事及び個人投資家向け一棟売賃貸アパートの販売を行っております。
「賃貸及び管理事業」は、不動産の賃貸及び管理を行っております。「建設関連事業」は、建築請負工事及
びその関連工事等を行っております。

（9）主要な事業所（2021年３月31日現在）

会　社　名 事　業　所 所　在　地

フ ジ 住 宅 株 式 会 社

本 社 大 阪 府 岸 和 田 市
大 阪 支 社 大 阪 市 北 区
大 阪 支 社 桜 川 オ フ ィ ス 大 阪 市 浪 速 区
お う ち 館 本 店 大 阪 府 岸 和 田 市
お う ち 館 和 泉 店 大 阪 府 泉 大 津 市
お う ち 館 堺 店 堺 市 北 区
フ ジ ホ ー ム バ ン ク 大 阪 店 大 阪 市 北 区
フジホームバンク神戸オフィス 神 戸 市 中 央 区

フジ・アメニティサービス株式会社 本 社 大 阪 府 岸 和 田 市
雄 健 建 設 株 式 会 社 本 社 大 阪 市 天 王 寺 区
関 西 電 設 工 業 株 式 会 社 本 社 大 阪 市 天 王 寺 区
日 建 設 備 工 業 株 式 会 社 本 社 大 阪 市 天 王 寺 区

（注）1．2020年４月18日付で大阪支社は大阪市浪速区から大阪市北区へ移転し、大阪市浪速区の事務所は大阪
支社桜川オフィスとなりました。

　　　2．2021年２月28日付でおうち館泉佐野店を廃止し、おうち館本店に統合しております。
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（10）従業員の状況（2021年３月31日現在）

　①　企業集団の従業員の状況
従　業　員　数 前連結会計年度末比増減

821［412］人 26人増［１人減］

（注）　1．従業員数は準社員を含む就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時
　従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　2．臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

　②　当社の従業員の状況
従　業　員　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

701[240］人 19人増［４人減］ 40.4歳 8.9年

（注）　1．従業員数は準社員を含む就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数は
　　　　　［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　2．臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。

（11）主要な借入先の状況（2021年3月31日現在）

借　入　先 借　入　額
百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 13,644
株 式 会 社 紀 陽 銀 行 11,318
株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 9,167
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 6,369
株 式 会 社 り そ な 銀 行 6,285

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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2.会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数
　105,000,000株

（2）発行済株式の総数
　36,218,743株（自己株式　631,169株を除く）

（3）株主数
　9,393名（前期末比　704名増）

（4）大株主の状況（上位10名）

株　主　名 持　株　数 持株比率

一般社団法人今井光郎文化道徳歴史教育研究会 株
6,083,800

％
16.80

一 般 社 団 法 人 今 井 光 郎 幼 児 教 育 会 2,680,000 7.40

フ ジ 住 宅 取 引 先 持 株 会 2,479,900 6.85

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 1,801,900 4.98

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,044,400 2.88
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 退 職 給 付 信 託 口 ・ 株 式 会 社 紀 陽 銀 行 口 ） 1,012,000 2.79

フ ジ 住 宅 従 業 員 持 株 会 873,300 2.41
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（退職給付信託・株式会社池田泉州銀行口） 681,200 1.88

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 585,900 1.62

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 516,400 1.43
（注）　1．当社は、自己株式631,169株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。なお、自己株式には役員向け株式交付信託が保有
する当社株式（73,000株）、従業員向け株式交付信託が保有する当社株式（468,900株）は含めて
おりません。
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（5）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

株　式　数 交 付 対 象 者 数

取 締 役 ( 社 外 取 締 役 を 除 く ) 35,000株 ５名

　　　社　　外　　取　　締　　役 －株 －名

　　　　　監　　　査　　　役 1,500株 １名
（注）　当社の株式報酬の内容につきましては、後記「４.会社役員に関する事項（２）取締役及び監査役の報酬等

の額」（18頁）に記載しております。

（6）その他株式に関する重要な事項
①　役員を対象に信託を通じて自社の株式を交付する取引

　当社は、2020年５月８日開催の取締役会の決議及び2020年６月24日開催の第47回定時株主総会
の決議に基づき、当社役員の業績達成に対する意欲を高めるインセンティブ効果とその成果に報いる
ことを目的とし、当社の取締役及び監査役（社外取締役、社外監査役を除く。）を対象として自社の
株式を交付する制度であるインセンティブ・プラン「役員向け株式交付信託制度」を導入しておりま
す。本プラン導入に伴い、2020年８月17日付で、株式会社日本カストディ銀行（信託口）に対して
109,500株の自己株式を、総額58百万円で第三者割当により処分しております。なお、株式会社日
本カストディ銀行（信託口）の2021年３月31日現在の保有株式数は、73,000株です。

②　従業員等を対象に信託を通じて自社の株式を交付する取引
　当社は、2020年２月19日開催の取締役会の決議に基づき、当社グループの従業員の帰属意識を醸
成し経営参画意識を持たせ、中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的と
し、当社グループの従業員（連結子会社の従業員を含む。）を対象として自社の株式を交付する制度
であるインセンティブ・プラン「従業員向け株式交付信託制度」を導入しております。本プラン導入
に伴い、2020年５月25日付で、株式会社日本カストディ銀行（信託口）に対して700,000株の自
己株式を、総額348百万円で第三者割当により処分しております。なお、株式会社日本カストディ銀
行（信託口）の2021年３月31日現在の保有株式数は、468,900株です。
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3.会社の新株予約権等に関する事項

（1）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付さ
れた新株予約権の状況

第５回新株予約権
発行決議日 2016年６月23日
新株予約権の数 40個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 20,000株

（新株予約権１個につき500株）
新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 365,000円

（１株当たり730円）
権利行使期間 2018年８月1日から2022年５月31日まで
行使の条件 （注）

役 員 の
保 有 状 況

社外取締役
新株予約権の数 ８個
目的となる株式数 4,000株
保有者数 １人

監査役
新株予約権の数 16個
目的となる株式数 8,000株
保有者数 ２人

（注）　1．新株予約権者は、権利行使時において、当社の社外取締役、監査役及び当社並びに当社子会社の従業
　員の地位にあることを要す。ただし、社外取締役、監査役が任期満了により退任した場合、従業員が
　定年により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた場
　合はこの限りでない。

2．新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。
3．その他新株予約権の行使の条件は、2016年７月29日に当社と割当者との間で締結済みの「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等の状況
　2017年８月８日開催の取締役会決議に基づき発行した第三者割当による行使価額修正条項付第１回新株
予約権につきましては、2020年７月14日開催の取締役会決議に基づき、2020年７月29日に、発行価額と
同額にて当該新株予約権の全部を取得するとともに、その全部を消却いたしました。
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4 . 会 社 役 員 に 関 す る 事 項

（1）取締役及び監査役の状況（2021年3月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 今 井 光 郎 人財開発室担当
フジ・アメニティサービス㈱代表取締役会長

代 表 取 締 役 社 長 宮 脇 宣 綱 フジ・アメニティサービス㈱代表取締役社長

専 務 取 締 役 山 　 田 　 光 次 郎 大阪支社支社長、事業企画本部長

専 務 取 締 役 松 山 陽 一 土地有効活用事業部長

取 締 役 石 本 賢 一 経営企画担当、IR担当、財務担当、システム担当

取 締 役 岩 　 井 　 伸 太 郎 岩井伸太郎公認会計士・税理士事務所所長
江崎グリコ㈱社外監査役、昭栄薬品㈱社外取締役（監査等委員）

取 締 役 中 村 慶 子 公認会計士・税理士木戸伸男事務所

常 勤 監 査 役 川　 出　　  仁

監 査 役 髙 谷 晋 介 北辰税理士法人代表社員
シークス㈱社外取締役

監 査 役 原 戸 稲 男 協和綜合法律事務所
タツタ電線㈱社外取締役（監査等委員）

（注）　1．取締役岩井伸太郎氏及び取締役中村慶子氏は、社外取締役であり、監査役髙谷晋介氏及び監査役原戸
稲男氏は、社外監査役であります。

　2．取締役岩井伸太郎氏、取締役中村慶子氏及び監査役髙谷晋介氏は、公認会計士・税理士の資格を有し
ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。また、監査役原戸稲男氏は、弁護
士の資格を有しており、豊富な経験及び幅広い見識を有しております。

　3．当社は、取締役岩井伸太郎氏、取締役中村慶子氏、監査役髙谷晋介氏及び監査役原戸稲男氏を東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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（2）取締役及び監査役の報酬等の額
1．当事業年度に係る報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）
金銭報酬

（基本報酬）
非金銭報酬

（業績連動型株式報酬）

取 締 役
(う ち 社 外 取 締 役 )

136,773
（9,620）

118,223
（9,620）

18,550
（－）

７名
（２名）

監 査 役
(う ち 社 外 監 査 役 )

19,380
（8,422）

18,585
（8,422）

795
（－）

３名
（２名）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

156,153
（18,042）

136,808
（18,042）

19,345
（－）

10名
（４名）

（注）　1．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2．非金銭報酬（業績連動型株式報酬）については、2020年６月24日開催の第47回定時株主総会の決議

において導入した業績連動型株式報酬制度に基づき、当事業年度中に費用計上した額を記載しており
ます。

２．非金銭報酬（業績連動型株式報酬）に関する事項
　　業績連動型株式報酬に係る業績指標は、2019年５月８日に公表いたしました、2020年３月期から

2022年３月期の中期利益計画の連結売上高であり、当該連結会計年度の業績確定後、中期利益計画の
目標実績（連結売上高）を達成した場合のみ、対象期間中の毎年３月末日に在職の取締役等に対して、
同年６月末日までに年間付与ポイントが付与されます。取締役等に対して付与するポイントの総数は１
事業年度あたり取締役35,000ポイント、監査役1,500ポイントを上限とし、１ポイントあたり当社株式
１株と換算して、１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨て、100株未満を四捨五入した100株単
位で、2020年３月末日で終了する事業年度から2022年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度
を対象とし、上限96百万円の範囲内で当社株式の交付が行われます。

　　当該指標を選択した理由は、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役等
が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することにより、
中期利益計画達成において重要な役割を担う取締役等の、業績達成への貢献意識を高めるためでありま
す。なお、中期利益計画と当連結会計年度の実績につきましては、前記「１.企業集団の現況に関する事
項（２）対処すべき課題」（８頁）に記載のとおりであります。
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３．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　　取締役の報酬限度額は、2014年６月18日開催の第41回定時株主総会において年額240百万円以内

（ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与を含まない）と決議いただいております。当該株主総会
終結時点の取締役の員数は７名（うち社外取締役は２名）です。

　　監査役の報酬限度額は、2014年６月18日開催の第41回定時株主総会において年額24百万円以内と
決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名（うち社外監査役は２名）です。

　　また、上記金銭報酬とは別枠で、2020年６月24日開催の第47回定時株主総会において、業績連動型
株式報酬の額として2020年３月末日で終了する事業年度から2022年３月末日で終了する事業年度ま
での３事業年度を対象とし、総額96百万円以内、株式数の上限を109,500株以内（社外取締役及び社
外監査役は対象外）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は５名（社外取
締役を除く）、監査役の員数は１名（社外監査役を除く）です。

４．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針及び委任に関する事項
　　当社は、2021年２月９日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

を決議しております。
　　当社の取締役の報酬は、基本報酬及び業績連動型株式報酬により構成されておりますが、取締役の個

人別の報酬等の内容及びその額又はその算定方法、業績連動型株式報酬の内容及びその額もしくは数又
はその算定方法、報酬等の種類別の支給割合及び各取締役への配分額、報酬等を与える時期又は条件に
つきましては、取締役会にて定めた役員規程に基づき、代表取締役に一任して決定する方針としており
ます。代表取締役に委任する理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部門について評
価を行うには、代表取締役が最も適していると判断しているためであります。

　　また、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等については、上記の方針に従い、代表取締役２名（代
表取締役会長 今井光郎及び代表取締役社長 宮脇宣綱）が決定しており、報酬等の内容の決定方法及び
決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることから、取締役会は、その
内容が当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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（3）社外役員に関する事項

1．社外役員の兼任その他の状況
①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役岩井伸太郎氏は、岩井伸太郎公認会計士・税理士事務所所長であり、取締役中村慶子氏は、
公認会計士・税理士木戸伸男事務所に所属しております。また、監査役髙谷晋介氏は、北辰税理士
法人代表社員であり、監査役原戸稲男氏は、協和綜合法律事務所に所属しております。
　当社と各兼職先との間には特別な関係はありません。

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役岩井伸太郎氏は、江崎グリコ株式会社の社外監査役及び昭栄薬品株式会社の社外取締役（監
査等委員）であります。また、監査役髙谷晋介氏は、シークス株式会社の社外取締役であり、監査
役原戸稲男氏は、タツタ電線株式会社の社外取締役（監査等委員）であります。
　当社と各兼職先との間には特別な関係はありません。
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2．当事業年度における主な活動状況、社外取締役及び社外監査役に期待される役割に関して行った職務の概要

区　分 氏　名
主な活動状況、社外取締役及び社外監査役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 岩 　 井 　 伸 太 郎

　当事業年度に開催された取締役会12回の全てに出席いたし
ました。取締役会では、主に公認会計士としての専門的見地か
ら、必要に応じて、当社の内部統制システムや業務執行の適法
性等についての発言を行うなど、重要な役割を果たしておりま
す。また、取締役会だけでなく経営会議にも出席し、適宜必要
な助言を行っております。

取 締 役 中 村 慶 子

　当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席い
たしました。取締役会では、主に公認会計士としての専門的見
地から、必要に応じて、当社の内部統制システムや業務執行の
適法性等についての発言を行うなど、重要な役割を果たしてお
ります。また、取締役会だけでなく経営会議にも出席し、適宜
必要な助言を行っております。

監 査 役 髙 谷 晋 介

　当事業年度に開催された取締役会12回の全て、また監査役
会12回の全てに出席いたしました。取締役会及び監査役会で
は、主に公認会計士としての専門的見地から、必要に応じて、
当社の内部統制システムや業務執行の適法性等についての発
言を行うなど、重要な役割を果たしております。また、取締役
会及び監査役会だけでなく経営会議にも出席し、適宜必要な助
言を行っております。

監 査 役 原 戸 稲 男

　当事業年度に開催された取締役会12回の全て、また監査役
会12回の全てに出席いたしました。取締役会及び監査役会で
は、主に弁護士としての専門的見地から、必要に応じて、当社
の内部統制システムや業務執行の適法性等についての発言を
行うなど、重要な役割を果たしております。また、取締役会及
び監査役会だけでなく経営会議にも出席し、適宜必要な助言を
行っております。

（注）　上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決議が
　　　　あったものとみなす書面決議が11回ありました。

3．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

21

会社役員に関する事項



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・

計
算
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

2021/05/18 20:45:29 / 20703111_フジ住宅株式会社_招集通知（Ｃ）

5 . 会 計 監 査 人 の 状 況

（1）会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 46,500千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 48,800千円

（注）　1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査
人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　　2．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

　　　　3．当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（収益認識基準に関する会
計基準に関するアドバイザリー業務）に対して、対価を支払っており、上記の額に含まれております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員
の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

（注）　本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨て、その他は四捨五入により表示し
ております。
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連結貸借対照表（2021年３月31日現在） （単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額
資産の部 負債の部

流動資産
現金及び預金
受取手形
完成工事未収入金
販売用不動産
仕掛販売用不動産
開発用不動産
未成工事支出金
貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
のれん
その他

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

101,788,365
20,325,741

113,114
664,213

15,657,192
29,229,010
34,023,179

169,594
38,783

1,594,712
△27,176

45,805,700
40,866,863
13,887,919

241,458
308,077

25,788,453
153,957
486,997
667,101
230,424
436,677

4,271,734
510,811
49,516

1,697,530
2,016,295

△2,419

流動負債 44,637,025
支払手形・工事未払金 3,956,480
電子記録債務 1,448,232
短期借入金 27,331,352
１年内償還予定の社債 850,000
リース債務 44,205
未払法人税等 1,206,467
前受金 4,616,979
賞与引当金 309,800
役員株式給付引当金 25,705
株式給付引当金 131,820
その他 4,715,980

固定負債 61,464,310
社債 1,875,000
長期借入金 58,131,494
リース債務 154,626
資産除去債務 27,628
繰延税金負債 9,194
再評価に係る繰延税金負債 52,645
その他 1,213,721

負債合計 106,101,335
純資産の部

株主資本 41,441,734
資本金 4,872,064
資本剰余金 5,663,006
利益剰余金 31,619,397
自己株式 △712,734

その他の包括利益累計額 47,739
その他有価証券評価差額金 △27,164
土地再評価差額金 74,904

新株予約権 3,256
純資産合計 41,492,729

資産合計 147,594,065 負債純資産合計 147,594,065
（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位：千円）

科　目 金　額

売上高 121,541,518
売上原価 105,687,935

売上総利益 15,853,583
販売費及び一般管理費 11,866,670
営業利益 3,986,912
営業外収益

受取利息及び配当金 14,123
受取手数料 189,733
補助金収入 132,889
その他 128,283 465,029

営業外費用
支払利息 788,397
社債発行費 21,833
その他 83,707 893,938

経常利益 3,558,002
特別利益

固定資産売却益 127,749
新株予約権戻入益 35,668 163,417

特別損失
固定資産売却損 82,291
固定資産除却損 24,373
投資有価証券評価損 31,130
減損損失 18,388 156,183

税金等調整前当期純利益 3,565,236
法人税、住民税及び事業税 1,924,896
法人税等調整額 △718,473 1,206,422
当期純利益 2,358,813
親会社株主に帰属する当期純利益 2,358,813

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（2021年３月31日現在） （単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額
資産の部 負債の部

流動資産
現金及び預金
完成工事未収入金
販売用不動産
仕掛販売用不動産
開発用不動産
貯蔵品
前渡金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
商標権
ソフトウェア

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
長期前払費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

96,836,186
15,927,847

284,217
15,657,192
29,483,410
34,023,179

32,096
658,758
337,094
443,974

△11,585
31,777,256
26,464,123

8,490,492
97,519

223,343
18

267,149
17,219,752

153,957
11,890

181,699
27,368

154,331
5,131,434

510,811
1,764,742

49,516
668,812

1,249,790
890,180
△2,419

流動負債 40,100,523
支払手形 4,276
電子記録債務 1,448,232
工事未払金 3,604,673
短期借入金 8,053,550
１年内返済予定の長期借入金 17,004,984
１年内償還予定の社債 850,000
リース債務 44,205
未払金 1,468,637
未払費用 229,007
未払法人税等 799,211
前受収益 3,902
前受金 3,369,956
未成工事受入金 2,326,766
預り金 468,742
賞与引当金 259,900
役員株式給付引当金 25,705
株式給付引当金 131,820
その他 6,950

固定負債 53,867,081
社債 1,875,000
長期借入金 50,714,410
リース債務 154,626
資産除去債務 27,628
再評価に係る繰延税金負債 52,645
その他 1,042,771

負債合計 93,967,605
純資産の部

株主資本 34,594,842
資本金 4,872,064
資本剰余金 5,663,006

資本準備金 2,232,735
その他資本剰余金 3,430,270

利益剰余金 24,772,505
その他利益剰余金 24,772,505

別途積立金 22,700,000
繰越利益剰余金 2,072,505

自己株式 △712,734
評価・換算差額等 47,739

その他有価証券評価差額金 △27,164
土地再評価差額金 74,904

新株予約権 3,256
純資産合計 34,645,838

資産合計 128,613,443 負債純資産合計 128,613,443
（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） （単位：千円）

科　目 金　額

売上高 100,255,081

売上原価 87,560,043

売上総利益 12,695,037

販売費及び一般管理費 10,692,796

営業利益 2,002,241

営業外収益

受取利息及び配当金 13,908

受取手数料 133,165

その他 174,116 321,191

営業外費用

支払利息 717,796

その他 100,597 818,393

経常利益 1,505,039

特別利益

固定資産売却益 127,749

新株予約権戻入益 35,668 163,417

特別損失

固定資産売却損 77,945

固定資産除却損 24,210

投資有価証券評価損 31,130 133,286

税引前当期純利益 1,535,169

法人税、住民税及び事業税 1,172,300

法人税等調整額 △687,808 484,491

当期純利益 1,050,678
（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月10日

フ ジ 住 宅 株 式 会 社
　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
 　　　大　阪　事　務　所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 見 勝 文　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 吉 村 康 弘　㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、フジ住宅株式会社の2020年4月1日から2021年3月31日までの

連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フ
ジ住宅株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月10日

フ ジ 住 宅 株 式 会 社
　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
 　　大　阪　事　務　所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 見 勝 文　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 吉 村 康 弘　㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、フジ住宅株式会社の2020年4月1日から2021年3月31日

までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第48期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月11日

フジ住宅株式会社　監査役会
常勤監査役 川　出　　仁 　㊞

社外監査役 髙 谷 晋 介　㊞

社外監査役 原 戸 稲 男　㊞

以　上
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

1．期末配当に関する事項

　第48期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を総合的に勘案いたしまして、以
下のとおりといたしたいと存じます。

1 配 当 財 産 の 種 類 金銭といたします。

2 配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式１株につき金13円で、配当総額は
470,843,659円といたしたく存じます。なお、2020年11
月20日に１株につき14円の中間配当をお支払いしており、
年間配当金は１株につき27円となります。

3 剰余金の配当が効力を生じる日 2021年６月24日といたしたいと存じます。

2．その他剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、以下のとおりと
いたしたいと存じます。

1 増加する剰余金の項目及びその額 別途積立金　　　　　　300,000,000円

2 減少する剰余金の項目及びその額 繰越利益剰余金　　　　300,000,000円
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第2号議案 取締役７名選任の件

　取締役今井 光郎氏、宮脇 宣綱氏、山田 光次郎氏、松山 陽一氏、石本 賢一氏、岩井 伸太郎氏及び中村 慶
子氏の７名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役７名の選任をお願いす
るものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

1

い ま い

今井　
み つ お

光郎
（1945年12月30日生）

所有する当社株式の数
279,450株

1973年 １ 月 フジ住宅を個人創業し、不動産業を開始
1974年 ４ 月 フジ住宅株式会社を設立 代表取締役社長
1975年 １ 月 フジ工務店株式会社（1988年９月フジ住宅株式会社に吸

収合併される）を設立 代表取締役社長
1976年 ３ 月 株式会社フジハウジング（1978年９月フジ住宅販売株式

会社に社名変更、1988年９月フジ住宅株式会社に吸収合
併される）を設立 代表取締役社長

1988年 ６ 月 フジハウジング株式会社（1988年９月フジ工務店株式会
社に社名変更、2008年10月フジ住宅株式会社に吸収合併
される）を設立 代表取締役社長

2005年 ６ 月 フジ・アメニティサービス株式会社を設立 代表取締役社長
2009年 ６ 月 当社代表取締役会長（現）、人財開発室担当（現）

フジ・アメニティサービス株式会社 代表取締役会長（現）
取締役候補者とする理由
今井光郎氏は、1973年１月22日に当社を創業し、創業以来代表取締役社長・代表取締役会長を務め、
当社の事業活動に関し豊富な経験と知識を有しております。また、後継者の育成をはじめ、人財育成に
も大きく貢献してまいりました。その経験及び実績を活かし、当社の企業価値の更なる向上に貢献でき
ると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

2

み や わ き

宮脇　
の ぶ つ な

宣綱
（1961年８月30日生）

所有する当社株式の数
88,750株

1980年10月 堺自動車用品株式会社入社
1985年 ３ 月 宮脇電器サービス 自営
1989年 ６ 月 当社入社
1994年10月 当社アメニティサービス部長
1994年11月 当社資産活用事業部 開発営業部長
2000年10月 当社土地有効活用事業部 第一営業部長
2002年 ６ 月 当社取締役
2005年 ３ 月 当社常務取締役、土地有効活用事業部長
2008年 ６ 月 当社専務取締役
2009年 ６ 月 当社代表取締役社長（現）

フジ・アメニティサービス株式会社 代表取締役社長（現）
取締役候補者とする理由
宮脇宣綱氏は、見識・胆識・洞察力に優れ、当社経営理念方針の理解実践度が高く、2009年６月から
代表取締役社長として、当社の事業活動に深く幅広く寄与し、豊富な経験と知識を有しております。ま
た、社長就任以来、人財育成にも大きく貢献してまいりました。その経験及び実績を活かし、当社の企
業価値の更なる向上に貢献できると判断し、取締役候補者といたしました。

3

や ま だ

山田　
こ う じ ろ う

光次郎
（1962年７月10日生）

所有する当社株式の数
39,413株

1987年 １ 月 大倉建設株式会社（現株式会社大倉）入社
1991年 ５ 月 当社入社
1995年 ２ 月 当社マンション事業部 部長
2001年 ８ 月 当社大阪支社 支社長（現）
2006年 ６ 月 当社取締役
2006年10月 当社用地部門担当
2011年 ６ 月 当社常務取締役
2013年10月 当社専務取締役（現）、事業企画本部長（現）

取締役候補者とする理由
山田光次郎氏は、分譲戸建住宅、分譲マンションの販売部門での経験を持ち、大阪支社支社長を務める
とともに、取締役就任後は用地仕入部門の担当役員としても業績向上に貢献してきました。その経験及
び実績を活かし、当社の企業価値の更なる向上に貢献できると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

4

まつやま

松山　
よういち

陽一
（1964年２月12日生）

所有する当社株式の数
30,462株

1986年 ４ 月 大和実業株式会社入社
1988年 ９ 月 当社入社
2002年 ９ 月 当社土地有効活用事業部 営業部長
2008年 ９ 月 当社執行役員
2010年 ６ 月 当社取締役
2012年 ４ 月 当社土地有効活用事業部長（現）
2015年 ６ 月 当社常務取締役
2019年 ３ 月 当社専務取締役（現）

取締役候補者とする理由
松山陽一氏は、土地有効活用事業での豊富な知識と経験を持ち、取締役就任後は土地有効活用事業部だ
けでなく、賃貸事業においても秀でた手腕を発揮し業績向上に貢献してきました。その経験及び実績を
活かし、当社の企業価値の更なる向上に貢献できると判断し、取締役候補者といたしました。

5

いしもと

石本　
けんいち

賢一
（1953年５月11日生）

所有する当社株式の数
4,500株

1976年 ４ 月 プロクター・アンド・ギャンブル・サンホーム株式会社（現
プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社）入社

1987年 ７ 月 当社入社
1991年 １ 月 当社経理部長
1993年 ６ 月 当社取締役
2007年 ６ 月 当社執行役員
2010年 ６ 月 当社ＩＲ室長、財務部長
2011年 ６ 月 当社取締役（現）
2014年 ６ 月 当社システム担当（現）、経営企画部長
2019年 ５ 月 当社財務担当（現）
2020年11月 当社経営企画担当（現）
2021年 ３ 月 当社ＩＲ担当（現）

取締役候補者とする理由
石本賢一氏は、経理、財務、システム、ＩＲ部門等に携わり、豊富な経験と知識を有しております。取
締役就任後は、経営企画部担当役員としても企業価値向上に貢献してきました。その経験及び実績を活
かし、当社の企業価値の更なる向上に貢献できると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

6

社外 独立

い わ い

岩井　
し ん た ろ う

伸太郎
（1954年１月18日生）

所有する当社株式の数
53,854株

1979年10月 等松・青木監査法人（現有限責任監査法人トーマツ）入社
1986年 ２ 月 岩井伸太郎税理士事務所（現岩井伸太郎公認会計士・税理

士事務所）開業（現）
1989年 ６ 月 当社社外監査役
1990年 ９ 月 北斗監査法人（現仰星監査法人）代表社員
2004年 ５ 月 昭栄薬品株式会社社外監査役
2011年 ６ 月 江崎グリコ株式会社社外監査役（現）
2015年 ６ 月 当社社外取締役（現）
2016年 ６ 月 昭栄薬品株式会社社外取締役（監査等委員）（現）

社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要
岩井伸太郎氏は、公認会計士・税理士として培われた豊富な経験及び幅広い見識を有しており、また、
1989年６月から2015年６月までの間、当社社外監査役としての経験も有しております。社内経営陣
と独立した立場から、引き続き取締役会で適宜発言いただくこと、更に、社外取締役として当社の経営
の透明性と健全性を高めていただけることを期待し、社外取締役候補者といたしました。

7

社外 独立

なかむら

中村　
け い こ

慶子
（1962年11月26日生）

所有する当社株式の数
6,196株

1988年 ４ 月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入社

1992年 １ 月 公認会計士・税理士西村幸男事務所入所

2008年 ８ 月 公認会計士・税理士木戸伸男事務所入所（現）

2016年 ６ 月 当社社外取締役（現）

社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要
中村慶子氏は、公認会計士・税理士として培われた豊富な経験及び幅広い見識を有しており、当社にと
っては初めての女性役員でもあります。社内経営陣と独立した立場から、住まいづくりにおいて女性な
らではの視点を当社の経営に活かしていただけること、更に、今後当社が進めていく女性の活躍をはじ
めとするダイバシティ・マネジメント等に対して貢献していただけることを期待し、社外取締役候補者
といたしました。
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（注）１．各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．岩井伸太郎氏及び中村慶子氏は社外取締役候補者であります。
３．岩井伸太郎氏は、2015年６月に当社の社外取締役として選任され就任しており、社外取締役としての在任期

間は本総会終結の時をもって６年となります。また、同氏は過去に当社の業務執行者でない役員（監査役）で
あったことがあります。

４．中村慶子氏は、2016年６月に当社の社外取締役として選任され就任しており、社外取締役としての在任期間
は本総会終結の時をもって５年となります。

５．当社は岩井伸太郎氏及び中村慶子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、法令が定める額を限度
として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、両氏の再任が承認された場合には、
両氏との間で当該契約を継続する予定であります。

６．当社は岩井伸太郎氏及び中村慶子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、両氏の再
任が承認された場合には、引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
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第3号議案 役員に対する株式報酬制度の一部改定の件

１．提案の理由及び当該報酬を相当とする理由
　本議案は、役員に対する株式報酬制度（「役員向け株式交付信託制度」。以下、「本役員向け制度」とい
います。）を一部改定（以下、「本改定」といいます。）することについて、ご承認をお願いするものであ
ります。
　当社は、2020年６月24日開催の第47回定時株主総会において、本役員向け制度の導入につきご承認をい
ただき現在に至りますが、今般、本役員向け制度の対象者に連結子会社である雄健建設株式会社及び関西電
設工業株式会社並びに日建設備工業株式会社（以下、「当社グループ会社」といいます。）の取締役を含め
るため、2014年６月18日開催の第41回定時株主総会においてご承認いただきました取締役の報酬限度額
（年額240百万円以内）及び監査役の報酬限度額（年額24百万円以内）とは別枠でご承認いただきました、
本役員向け制度の内容を一部改定いたしたく存じます。なお、報酬枠の額につきましては変更いたしません。
　また、本改定後の本役員向け制度の詳細につきましては、下記２．の枠内で、当社取締役会にご一任いた
だきたいと存じます。
　本改定は、当社グループ会社の取締役を本役員向け制度の対象者に含めることを通じて、当社グループの
中期計画である「中期利益計画について（2020年３月期～2022年３月期）」の達成に対する意欲をより高
めるインセンティブ効果とその成果に報いることを目的としており、当社の取締役の個人別の報酬等の内容
に係る決定方針（事業報告「４.会社役員に関する事項（２）取締役及び監査役の報酬等の額４.取締役の個人
別の報酬等の内容に係る決定方針及び委任に関する事項」（19頁））にも沿うものであることから、本議案
の内容は相当であると考えております。
　第２号議案「取締役７名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、本役員向け制度の対象となる当社
の取締役（社外取締役を除きます。）は５名、当社の監査役（社外監査役を除きます。）は１名となります。
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２．本改定の内容
　従前の本役員向け制度の内容を下記のとおり一部改定（主な改定箇所は下線のとおりです。）します。

（１）　本役員向け制度の概要
本役員向け制度は、予め当社が定めた役員向け株式交付規程に基づき、当社が金銭を拠出することに

より設定する信託（「役員向け株式交付信託」。以下、「本役員向け信託」といいます。）が当社株式
を取得し、当社の取締役（社外取締役を除きます。）、監査役（社外監査役を除きます。）及び当社グ
ループ会社の取締役（当社と当社グループ会社で兼職する取締役は本制度上は当社グループ会社の取締
役には含めません。以下、あわせて「取締役等」といいます。）に対して付与するポイントの数に相当
する数の当社株式（以下、「当社株式等」といいます。）を、本役員向け信託を通じて各取締役等に対
して、毎年一定の時期に交付する制度です。

【本役員向け信託の仕組】

②役員向け株式交付規程の改定

④当社株式

④株式取得代金の支払 【信託管理人】

⑧当社株式等交付

⑥ポイント付与

⑦受給権取得

⑤議決権不行使の指図

取締役等
→【受益者】

【委託者】
当社

①当社株主総会決議

⑩
残
余
財
産
交
付

⑨
残
余
株
式
交
付

③
金
銭
の
信
託

③
信
託
の
設
定

⑤
議
決
権
不
行
使

当社もしくは
取引所市場

【受託者】
株式会社りそな銀行

再信託受託者
株式会社

日本カストディ銀行

当社株式 金銭
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① 当社は、本株主総会において、本役員向け制度の報酬枠の額及び内容の一部改定に関して承認決議を得
ます。また、各当社グループ会社は、各当社グループ会社の株主総会において、本役員向け制度に係る
承認決議を得ます。

② 当社は、本役員向け制度の導入に際し役員向け株式交付規程を制定しており、本株主総会で承認を受け
る本改定の範囲内で役員向け株式交付規程を改定し、また、各当社グループ会社も、本役員向け株式交
付規程を制定して、取締役等へのポイント付与・株式交付の基準等を定めます。

③ 当社は、本役員向け制度を実施するため、2020年６月24日開催の第47回定時株主総会で承認を受け
た範囲内で金銭を拠出し本役員向け信託を設定しており、本株主総会決議で承認を受けた範囲内で本役
員向け信託に金銭を追加拠出します。なお、各当社グループ会社は、その取締役等に対する報酬原資と
なる金銭については、当社と各当社グループ会社との間で必要な精算処理を行います。

④ 受託者は、信託された金銭により、当社株式を当社（自己株式の処分）又は取引所市場（立会外取引を
含みます。）を通じ取得します。取得する株式数は、本株主総会で承認を受けた範囲内とします。

⑤ 本役員向け信託内の当社株式にかかる議決権については、信託期間を通じて一律に行使しないものとし
ます。

⑥ 当社は、役員向け株式交付規程に基づき取締役等にポイントを付与します。

⑦ 役員向け株式交付規程及び本役員向け信託にかかる信託契約に定める要件を満たした取締役等は、当社
株式等の受給権を取得し、受益者となります。

⑧ 受託者は、受益者に当社株式等を交付します。

⑨ 信託期間の満了時に残余株式が生じた場合、取締役会決議等により信託契約の変更及び本役員向け信託
へ追加拠出を行うことにより、本制度もしくはこれと同種の株式報酬制度として本役員向け信託を継続
利用するか、又は、本役員向け信託は当社に当該残余株式を無償譲渡し、当社はこれを取締役会決議に
より消却するもしくは公益法人に寄附する予定です。

⑩ 本役員向け信託の清算時に、当社が拠出する金銭から株式取得資金を控除した信託費用準備金は当社に
帰属します。その他の残余財産は、受益者に交付するか、又は公益法人に寄附する予定です。
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【本役員向け信託の概要】
① 名称　　　　　　　：役員向け株式交付信託
② 委託者　　　　　　：当社
③ 受託者　　　　　　：株式会社りそな銀行

株式会社りそな銀行は株式会社日本カストディ銀行と特定包括信託契約を締
結し、株式会社日本カストディ銀行は再信託受託者となります。

④ 受益者　　　　　　：取締役等のうち、受益者要件を満たす者
⑤ 信託管理人　　　　：当社と利害関係を有しない第三者
⑥ 本信託契約の締結日：2020年８月17日
⑦ 金銭を信託する日　：2020年８月17日
⑧ 信託の期間　　　　：2020年８月17日から本信託が終了するまで
⑨ 議決権行使　　　　：行使しない
⑩ 取得株式の種類　　：当社普通株式

（２）　本役員向け制度の対象者
当社の取締役（社外取締役を除きます。）、監査役（社外監査役を除きます。）及び当社グループ会

社の取締役（当社と当社グループ会社で兼職する取締役は、本制度上は当社グループ会社の取締役には
含めません。)

（３）　対象期間
2020年３月末日で終了する事業年度から2022年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度を

当初の対象期間（以下、「当初対象期間」といいます。）とし、当社は、ある対象期間の終了後も、当
該対象期間の直後の事業年度から３事業年度（取締役会で別途の期間を決議した場合には当該期間）を
新たな対象期間として、本役員向け制度を継続することができるものとします（以下、それぞれの継続
した期間を「対象期間」といいます。）。
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（４）　信託期間
2020年8月17日から本役員向け信託が終了するまでとします（特定の終了期日は定めず、本役員向

け制度が継続する限り本役員向け信託は継続するものとします。）。
なお、本役員向け信託は、当社株式の上場廃止、役員向け株式交付規程の廃止等により終了するもの

とします。

（５）　当社が拠出する金銭の上限
当社は、当初対象期間中に本役員向け制度により当社株式を取締役等に交付するのに必要な当社株式

の取得資金、信託費用及び信託報酬等に充てるため、合計96百万円を上限とする金銭を、対象期間中
に在任する取締役等に対する報酬として拠出しております。当初対象期間中、96百万円の範囲内で株
式の取得資金を追加して信託することができるものとしております。

また、当初対象期間の経過後も、本役員向け制度が終了するまでの間、各対象期間中、当社は原則と
して32百万円に新たな対象期間の年数を乗じた金額を上限とする金銭を追加拠出します。ただし、あ
る対象期間につき追加拠出を行う場合において、当該対象期間の開始直前日に本役員向け信託財産内に
残存する当社株式（当該対象期間の直前までの各対象期間に関して取締役等に付与されたポイント数に
相当する当社株式で、取締役等に対する株式の交付が未了のものを除きます。）及び金銭（以下、「残
存株式等」といいます。）があるときは、当該残存株式等の金額と追加拠出される信託金の合計額は32
百万円に新たな対象期間の年数を乗じた金額の範囲内とします。

（６）　本役員向け信託による当社株式の取得方法等
本役員向け信託による当社株式の取得は、上記（５）の株式取得資金の上限の範囲内で、当社からの

自己株式の処分による取得又は取引所市場（立会外取引を含みます。）を通じて取得する方法を予定し
ておりますが、当初対象期間中に当社からの自己株式の処分による取得を実施しております。

なお、信託期間中、取締役等の増員等により、本役員向け信託内の当社株式の株式数が信託期間中に
取締役等に付与されるポイント数に対応した株式数に不足する可能性が生じた場合、上記（５）の信託
金の上限の範囲内で、本役員向け信託に追加で金銭を信託し、当社からの自己株式の処分又は取引所市
場を通じて当社株式を追加取得することがあります。
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（７）　取締役等に対する交付に充てられる当社株式数の算定方法及び上限
上記（３）の対象期間中の毎年３月末の取締役等に対して、当該事業年度の業績確定後、同年６月末

日までに、年間付与ポイントが付与されます。

取締役等の年間付与ポイント＝役位別基本ポイント

【役位別基本ポイント】
役位別基本ポイントは、中期利益計画の目標実績（連結売上高）を達成した場合のみ付与されます。
当社が取締役等に対して付与するポイントの総数は、１事業年度あたり当社の取締役35,000ポイン

ト、当社の監査役1,500ポイント、当社グループ会社の取締役12,000ポイント（相当する株式数は当
社の取締役35,000株、当社の監査役1,500株、当社グループ会社の取締役12,000株）の合計48,500
ポイント（相当する株式数は48,500株）を上限とします。

また、当初対象期間中の３事業年度（当社グループ会社の取締役は2事業年度）に付与するポイント
数の合計は当社の取締役105,000ポイント、当社の監査役4,500ポイント、当社グループ会社の取締役
24,000ポイント（相当する株式数は当社の取締役105,000株、当社の監査役4,500株、当社グループ
会社の取締役24,000株）の合計133,500ポイント（相当する株式数は133,500株）を上限とします。

本役員向け制度を継続する場合、各対象期間に付与するポイント数の合計は、3事業年度で当社の取
締役105,000ポイント、当社の監査役4,500ポイント、当社グループ会社の取締役36,000ポイント（相
当する株式数は当社の取締役105,000株、当社の監査役4,500株、当社グループ会社の取締役36,000
株）の合計145,500ポイント（相当する株式数は145,500株）を上限とします。

下記（８）の当社株式等の交付に際し、１ポイントあたり当社株式１株と換算し、１株未満の端数が
生じた場合はこれを切り捨てるものとし、当社株式の交付は100株未満を四捨五入し100株単位で行い
ます。ただし、当社株式について、株式分割・株式併合等が行われた場合には、分割比率・併合比率等
に応じて、合理的な調整を行います。

取締役等が給付を受ける権利を取得することとなる当社株式等に相応する累計ポイントは、対象期間
中に付与された年間ポイントの累計となります。
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（８）　取締役等に対する当社株式等の交付の時期
取締役等に対する上記（７）の当社株式の交付は、取締役等が信託期間中の毎年一定の時期に、所定

の受益者確定手続を行うことにより、本信託から行われます。

（９）　信託内の当社株式の議決権行使
本信託内の信託財産である当社株式に係る議決権は、信託の経営からの独立性を確保するために一律

不行使とします。

（１０）　信託内の当社株式の配当の取扱い
本信託内の当社株式に係る配当金は本信託が受領し、当社株式の取得・信託報酬等の信託費用に充当

されることになります。
なお、本信託が終了する場合において、本信託内に残存する配当金は、その時点で在任する本制度の

対象者に対し、各々の累積ポイントの数に応じて、按分して給付する、又は公益法人等に寄附すること
を予定しております。

（１１）　信託終了時の取扱い
本信託は、役員向け株式交付規程の廃止等の事由が発生した場合に終了します。
本役員向け信託終了時における本役員向け信託の残余財産のうち、当社株式については、全て当社が

無償で取得した上で、取締役会決議により消却する、又は公益法人に寄附することを予定しておりま
す。

本役員向け信託終了時における本役員向け信託の残余財産のうち、金銭については、その時点で在任
する取締役等に対し、各々の累積ポイントに応じて、按分して給付する、又は、公益法人に寄附するこ
とを予定しております。

３．本改定に伴う経過措置
　本改定により、当社グループ会社の取締役については、2021年３月末日で終了する事業年度から、当該
事業年度の業績確定後、同年６月末日までに年間付与ポイントが付与されます。

以　上
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議決権行使についてのご案内
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。
なお、株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容について、
修正すべき事情が生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.fuji-jutaku.co.jp/）において掲載することによりお知らせいたします。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書を会場受付に
ご提出ください。

同封の議決権行使書に各議案に対す
る賛否をご記入のうえ、ご投函くださ
い。（切手は不要です。）

次頁の案内に従って、各議案に対する
賛否をご入力ください。

開催日時 行使期限 行使期限

令和３年６月23日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

令和３年６月22日（火曜日）
午後５時到着分まで

令和３年６月22日（火曜日）
午後５時入力完了分まで

議決権行使書のご記入方法のご案内
こちらに各議案に対する賛否をご記入ください。
第１号議案、第３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。

見 本

●　郵送による議決権の行使において、各議案に賛否の記載がなかった場合には、賛成の意思表示がされたものとして取り扱わせていただきます。
●　書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使として取り

扱わせていただきます。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として
取り扱わせていただきます。

●　代理人により議決権を行使される場合は、当社の議決権を有する他の株主様１名を代理人として、その議決権を行使することができます。た
だし、委任した株主様の署名又は記名捺印のある委任状とともに、議決権行使書又は本人確認が可能な書面（印鑑証明書、運転免許証のコピ
ー等）のご提出が必要となりますのでご了承願います。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使®」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使ウェ
ブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

議決権行使書右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使Ⓡ」での議決権行使は１回に限
り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書に記載の「議
決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再
度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3
「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。
●　インターネット等による議決権行使は、令和３年６月22日（火曜日）午後５時まで有効ですが、議決権行使結果の集計の都合上、お早めに

ご行使されますようお願いいたします。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
その他のご照会は、以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。

①　証券会社に口座をお持ちの株主様
株主様の口座のある証券会社にお問い合わせください。

②　証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）
三井住友信託銀行 証券代行事務センター

0120-782-031（受付時間　9：00～17：00 土日休日を除く）
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各駅から会場までのご案内
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岸和田警察署東
岸和田天神宮前
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東岸和田駅（JR阪和線）をご利用の場合 西口より徒歩約11分

岸和田駅（南海本線）をご利用の場合 中央出口より徒歩約15分

西口を出て右に曲がる。

1 4

5

A

A

1

4

5

B

C

C

B

2

3

ロータリーを進み、
麻雀富士の角を左に曲がる。

3

2

26号線を右に曲がる。改札を出て右に曲がる。
（中央出口）

しばらく直進する。

突き当たりの26号線を
右に曲がる。

1つ目の信号を左に曲がり、
横断歩道を渡る。

改札を出て右に曲がる。（西口）

各駅から会場までのご案内



2021/05/18 20:45:29 / 20703111_フジ住宅株式会社_招集通知（Ｃ）

第48回 定時株主総会 会場ご案内図
株主総会
会 場

大阪府岸和田市作才町１丁目10番20号
フジ住宅(株) 本社アネックスビル4階大ホール
TEL：072(437)8700
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立体駐車場

フジ住宅（株）
本社アネックスビル
4階大ホール26

39
府立和泉高校東

岸和田警察署東

岸和田天神宮前

岸和田駅南

AOKI岸和田店

交通のご案内

スマートフォンで
QRコードを

読み取りください

⃝乗り換え検索
⃝駅出入口まで分かる
⃝最寄駅からナビ誘導

目的地入力は
不要です!!

出発地から
株主総会会場まで
スマホがご案内します。

▶東岸和田駅(JR阪和線)西口より徒歩約11分
▶岸和田駅(南海本線)中央出口より徒歩約15分

※80m/分で計算しております。
詳しくは前頁をご参照ください。

駐車場のご案内 見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

▶当社駐車場は収容台数に限りがございますので、
ご来場の際は、できる限り公共交通機関をご利用ください。

地図


